
 

((主主業業経経営営体体11経経営営体体当当たたりりのの農農業業所所得得はは441155万万円円))  
令和2(2020)年の主業経営体1経営体当た

りの農業粗収益は、稲作等で経営規模が拡
⼤したこと、野菜作等の作物収⼊が増加し
1,266万6千円になったこと等により、前年
から増加し1,993万6千円となっています。
⼀⽅で、農業経営費は、主に、出荷する際
の包装資材や運賃等の荷造運賃⼿数料が55
万4千円、33%増加したこと等から、1,578
万2千円に増加しています。この結果、農業
粗収益から農業経営費を除いた農業所得1

は前年から減少し415万4千円となっていま
す(図図表表  特特--2266)。 

経営部⾨別に令和2(2020)年の主業経営体1経営体当たりの所得を⾒ると、⽔⽥作では雇
⼈費、動⼒光熱費等の農業経営費は減少したものの、農業粗収益も減少したことから、農
業所得は前年から減少し278万5千円となっています。 

露地野菜作では、農業経営費の2割を占める荷造運賃⼿数料が増加したものの、作物収
⼊が増加したことから、農業所得は増加し417万6千円となっています。 

また、酪農経営、肥育⽜経営では農業経営費の3〜4割を占める飼料費が増加したこと等
から、農業所得はそれぞれ前年から減少し酪農は774万4千円となり、肥育⽜は213万4千円
の⾚字となっています。養豚では令和2(2020)年の豚⾁の卸売価格が⾼い⽔準で推移した
ことを受け、養豚収⼊が1,486万7千円増加したため、農業所得は前年から増加し2,500万8
千円となっています。採卵鶏では、令和元(2019)年は、農業粗収益を農業経営費が上回っ
たため農業所得は1,382万円の⾚字でしたが、令和2(2020)年は、鶏卵収⼊が5,570万5千円
増加したため、農業所得は1,180万9千円となっています (図図表表  特特--2277)。 

経営部⾨別に経営収⽀の内容、構成割合は異なりますが、粗収益の増加と併せ、経営費
の削減に向けた経営実態の把握と分析、改善に向けた取組も必要です。 

 

 

 
1 ⽤語の解説2(4)を参照 

図表 特-27 営農類型別の主業経営体1経営体当たりの農業所得 

資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」  
注：酪農、肥育⽜、養豚、採卵鶏、ブロイラーは、全農業経営体の農業所得 
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資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」 

図表 特-26 主業経営体1経営体当たりの農業 
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((55))  農農業業所所得得  
((販販売売⾦⾦額額がが33千千万万円円以以上上のの経経営営体体数数はは増増加加))  

農産物販売⾦額別の経営体数について、平成17(2005)年から令和2(2020)年までの変化
を⾒ると、販売⾦額が3,000万円未満の階層では減少しています。⼀⽅で、3,000万円以上
の階層では増加傾向で推移しています(図図表表  特特--2244)。 

 

 
 
経営規模拡⼤の進展を反映して、販売⾦額3,000万円以上の経営体数は、特に稲作や野菜

作等の耕種部⾨で増加しています(図図表表  特特--2255)。畜産部⾨については販売⾦額5,000万円以
上で経営体数が増加しています。 

 

 
  

資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成 
注：1) 畑作物は⻨類作、雑穀・いも類・⾖類、⼯芸農作物の合計 
  2) その他畜産は養豚、養鶏、養蚕、その他の畜産の合計 

図表 特-25 販売⾦額3,000万円以上の経営体数(販売⾦額1位部⾨別) 
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図表 特-24 農産物販売⾦額規模別農業経営体数 
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((主主業業経経営営体体11経経営営体体当当たたりりのの農農業業所所得得はは441155万万円円))  
令和2(2020)年の主業経営体1経営体当た

りの農業粗収益は、稲作等で経営規模が拡
⼤したこと、野菜作等の作物収⼊が増加し
1,266万6千円になったこと等により、前年
から増加し1,993万6千円となっています。
⼀⽅で、農業経営費は、主に、出荷する際
の包装資材や運賃等の荷造運賃⼿数料が55
万4千円、33%増加したこと等から、1,578
万2千円に増加しています。この結果、農業
粗収益から農業経営費を除いた農業所得1

は前年から減少し415万4千円となっていま
す(図図表表  特特--2266)。 

経営部⾨別に令和2(2020)年の主業経営体1経営体当たりの所得を⾒ると、⽔⽥作では雇
⼈費、動⼒光熱費等の農業経営費は減少したものの、農業粗収益も減少したことから、農
業所得は前年から減少し278万5千円となっています。 

露地野菜作では、農業経営費の2割を占める荷造運賃⼿数料が増加したものの、作物収
⼊が増加したことから、農業所得は増加し417万6千円となっています。 

また、酪農経営、肥育⽜経営では農業経営費の3〜4割を占める飼料費が増加したこと等
から、農業所得はそれぞれ前年から減少し酪農は774万4千円となり、肥育⽜は213万4千円
の⾚字となっています。養豚では令和2(2020)年の豚⾁の卸売価格が⾼い⽔準で推移した
ことを受け、養豚収⼊が1,486万7千円増加したため、農業所得は前年から増加し2,500万8
千円となっています。採卵鶏では、令和元(2019)年は、農業粗収益を農業経営費が上回っ
たため農業所得は1,382万円の⾚字でしたが、令和2(2020)年は、鶏卵収⼊が5,570万5千円
増加したため、農業所得は1,180万9千円となっています (図図表表  特特--2277)。 

経営部⾨別に経営収⽀の内容、構成割合は異なりますが、粗収益の増加と併せ、経営費
の削減に向けた経営実態の把握と分析、改善に向けた取組も必要です。 

 

 

 
1 ⽤語の解説2(4)を参照 

図表 特-27 営農類型別の主業経営体1経営体当たりの農業所得 

資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」  
注：酪農、肥育⽜、養豚、採卵鶏、ブロイラーは、全農業経営体の農業所得 
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資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」 
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((55))  農農業業所所得得  
((販販売売⾦⾦額額がが33千千万万円円以以上上のの経経営営体体数数はは増増加加))  

農産物販売⾦額別の経営体数について、平成17(2005)年から令和2(2020)年までの変化
を⾒ると、販売⾦額が3,000万円未満の階層では減少しています。⼀⽅で、3,000万円以上
の階層では増加傾向で推移しています(図図表表  特特--2244)。 

 

 
 
経営規模拡⼤の進展を反映して、販売⾦額3,000万円以上の経営体数は、特に稲作や野菜

作等の耕種部⾨で増加しています(図図表表  特特--2255)。畜産部⾨については販売⾦額5,000万円以
上で経営体数が増加しています。 

 

 
  

資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成 
注：1) 畑作物は⻨類作、雑穀・いも類・⾖類、⼯芸農作物の合計 
  2) その他畜産は養豚、養鶏、養蚕、その他の畜産の合計 

図表 特-25 販売⾦額3,000万円以上の経営体数(販売⾦額1位部⾨別) 
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資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成 

図表 特-24 農産物販売⾦額規模別農業経営体数 
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((露露地地野野菜菜作作でではは規規模模がが⼤⼤ききいいほほどど所所得得はは⼤⼤ききいいがが、、2200hhaa以以上上層層でではは低低下下))  
露地野菜作においても作付⾯積の規模が⼤きいほど、農業所得が⼤きくなりますが、

20ha以上の層では低下しています(図図表表  特特--3311)。これは、経営規模の⼤きい法⼈経営体に
おいて、雇⼈費を始めとした農業経営費が農業粗収益を上回り、農業所得がマイナスにな
っていることが影響していると考えられます。 

また、露地野菜作では、規模が⼤きいほど労働⽣産性(時間当たりの付加価値額)が⾼く
なりますが、20ha以上の層で低下しています(図図表表  特特--3322)。これは、20ha以上の層におけ
る、15〜20haの層と⽐べた付加価値額の増加割合よりも、労働時間の増加割合が上回って
いるためです。露地野菜作全体の経営規模の拡⼤を進めるためには、20ha以上層において、
更に労働⽣産性が向上するよう、雇⽤労働⼒の労務管理等による労働時間の短縮、業務の
効率化に向けた取組が必要です。 

 

 
  

資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」 資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」を
基に作成 

注：労働⽣産性とは、投⼊した労働時間からどれくらいの価値
が⽣み出されたかを表す指標であり、ここでは露地野菜作
1時間当たりの付加価値額 

図表 特-32 露地野菜作作付延べ⾯積規模 
別労働⽣産性(全農業経営体) 
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図表 特-31 露地野菜作作付延べ⾯積規模別農 
業所得(全農業経営体) 
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((法法⼈⼈経経営営体体11経経営営体体当当たたりりのの農農業業所所得得はは332233万万円円))  
令和2(2020)年の法⼈経営体の1経営体

当たりの農業粗収益は、前年から増加し、
1億1,101万3千円となっています。⼀⽅、
農業経営費は、⾁⽤⽜や採卵鶏等で飼料費
が増加したこと等により前年から増加し、
1億777万9千円となりました。この結果、
農業所得は前年から35万7千円増加し、323
万4千円となっています(図図表表  特特--2288)。 
 
 
 
 
 
 
((⽔⽔⽥⽥作作でではは規規模模がが⼤⼤ききいいほほどど所所得得はは⼤⼤ききくく、、⼟⼟地地⽣⽣産産性性がが⾼⾼いい傾傾向向))  

部⾨別に経営規模と所得の関係を⾒ると、⽔⽥作では作付延べ⾯積の規模が⼤きいほど
農業所得は⼤きくなり、令和2(2020)年の1経営体当たりの農業所得は、30〜50haの層では
785万7千円、50ha以上の層では1,353万円となっています(図図表表  特特--2299)。 

また、⽔⽥作では、規模が⼤きいほど⼟地⽣産性(⾯積当たりの付加価値額)は⾼い傾向
となっています(図図表表  特特--3300)。⼟地⽣産性は、以前は規模が⼀定⽔準(10〜15ha)に達する
と横ばい⼜は低下する傾向が⾒られましたが、近年、農地の集積・集約化1による分散錯圃

さ く ほ

の解消や区画整理が進んでいること等が背景にあると考えられます。 
今後、所得向上を図るためには、基盤整備による⼤区画化や農地の集約化等により、更

に規模拡⼤を推進するとともに、経営データの活⽤等のスマート農業の取組を促進するこ
と等により、⽣産性を⼀層向上させることが重要と考えられます。 

 

 
 

1 ⽤語の解説3(1)を参照 

資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」 

資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」
注：⼟地⽣産性とは⾯積当たりで⽣み出す価値を表す指標の

ことであり、ここでは⽔⽥作作付延べ⾯積 10a 当たりの
付加価値額 

図表 特-29 ⽔⽥作作付延べ⾯積規模別農業所得 
(全農業経営体) 

1

46

60 57
60

68 67

1

40

56 57
62 64 66

0

10

20

30

40

50

60

70

5.0ha
未満

5.0〜
10.0

10.0〜
15.0

15.0〜
20.0

20.0〜
30.0

30.0〜
50.0

50.0ha
以 上

千円/10a
令和元(2019)年

令和2(2020)年

-15.9 

188.8 

416.4 

589.8 
704.9 

923.9 

1,354.0 

-16.8 

153.7 
381.0 

554.0 
737.5 

785.7 

1,353.0 

-300

0

300

600

900

1,200

1,500

5.0ha
未満

5.0
〜10.0

10.0
〜15.0

15.0
〜20.0

20.0
〜30.0

30.0
〜50.0

50.0ha
以 上

万円

平平均均 1177..99
平平均均 1177..55

令和元(2019)年 令和2(2020)年

令和元(2019)年

令和2(2020)年

資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」 
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図表 特-28 法⼈経営体1経営体当たりの農業 
経営収⽀ 

図表 特-30 ⽔⽥作作付延べ⾯積規模別 
⼟地⽣産性(全農業経営体) 
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((露露地地野野菜菜作作でではは規規模模がが⼤⼤ききいいほほどど所所得得はは⼤⼤ききいいがが、、2200hhaa以以上上層層でではは低低下下))  
露地野菜作においても作付⾯積の規模が⼤きいほど、農業所得が⼤きくなりますが、

20ha以上の層では低下しています(図図表表  特特--3311)。これは、経営規模の⼤きい法⼈経営体に
おいて、雇⼈費を始めとした農業経営費が農業粗収益を上回り、農業所得がマイナスにな
っていることが影響していると考えられます。 

また、露地野菜作では、規模が⼤きいほど労働⽣産性(時間当たりの付加価値額)が⾼く
なりますが、20ha以上の層で低下しています(図図表表  特特--3322)。これは、20ha以上の層におけ
る、15〜20haの層と⽐べた付加価値額の増加割合よりも、労働時間の増加割合が上回って
いるためです。露地野菜作全体の経営規模の拡⼤を進めるためには、20ha以上層において、
更に労働⽣産性が向上するよう、雇⽤労働⼒の労務管理等による労働時間の短縮、業務の
効率化に向けた取組が必要です。 

 

 
  

資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」 資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」を
基に作成 

注：労働⽣産性とは、投⼊した労働時間からどれくらいの価値
が⽣み出されたかを表す指標であり、ここでは露地野菜作
1時間当たりの付加価値額 

図表 特-32 露地野菜作作付延べ⾯積規模 
別労働⽣産性(全農業経営体) 
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図表 特-31 露地野菜作作付延べ⾯積規模別農 
業所得(全農業経営体) 

125.5

749.6 651.9

1,105.4

322.5
157.7

801.0

998.5
1,142.7

621.8

0

300

600

900

1,200

1,500

5.0ha
未満

5.0
〜10.0

10.0
〜15.0

15.0
〜20.0

20.0ha
以 上

万円

平平均均 220055..99
平平均均 116633..66

令和元(2019)年 令和2(2020)年

令和元(2019)年

令和2(2020)年

 

((法法⼈⼈経経営営体体11経経営営体体当当たたりりのの農農業業所所得得はは332233万万円円))  
令和2(2020)年の法⼈経営体の1経営体

当たりの農業粗収益は、前年から増加し、
1億1,101万3千円となっています。⼀⽅、
農業経営費は、⾁⽤⽜や採卵鶏等で飼料費
が増加したこと等により前年から増加し、
1億777万9千円となりました。この結果、
農業所得は前年から35万7千円増加し、323
万4千円となっています(図図表表  特特--2288)。 
 
 
 
 
 
 
((⽔⽔⽥⽥作作でではは規規模模がが⼤⼤ききいいほほどど所所得得はは⼤⼤ききくく、、⼟⼟地地⽣⽣産産性性がが⾼⾼いい傾傾向向))  

部⾨別に経営規模と所得の関係を⾒ると、⽔⽥作では作付延べ⾯積の規模が⼤きいほど
農業所得は⼤きくなり、令和2(2020)年の1経営体当たりの農業所得は、30〜50haの層では
785万7千円、50ha以上の層では1,353万円となっています(図図表表  特特--2299)。 

また、⽔⽥作では、規模が⼤きいほど⼟地⽣産性(⾯積当たりの付加価値額)は⾼い傾向
となっています(図図表表  特特--3300)。⼟地⽣産性は、以前は規模が⼀定⽔準(10〜15ha)に達する
と横ばい⼜は低下する傾向が⾒られましたが、近年、農地の集積・集約化1による分散錯圃

さ く ほ

の解消や区画整理が進んでいること等が背景にあると考えられます。 
今後、所得向上を図るためには、基盤整備による⼤区画化や農地の集約化等により、更

に規模拡⼤を推進するとともに、経営データの活⽤等のスマート農業の取組を促進するこ
と等により、⽣産性を⼀層向上させることが重要と考えられます。 

 

 
 

1 ⽤語の解説3(1)を参照 

資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」 

資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」
注：⼟地⽣産性とは⾯積当たりで⽣み出す価値を表す指標の

ことであり、ここでは⽔⽥作作付延べ⾯積 10a 当たりの
付加価値額 

図表 特-29 ⽔⽥作作付延べ⾯積規模別農業所得 
(全農業経営体) 
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資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」 
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図表 特-28 法⼈経営体1経営体当たりの農業 
経営収⽀ 

図表 特-30 ⽔⽥作作付延べ⾯積規模別 
⼟地⽣産性(全農業経営体) 
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((66))  品品⽬⽬構構成成  
((農農業業総総産産出出額額はは⽶⽶のの割割合合がが減減少少、、畜畜産産やや野野菜菜のの割割合合がが増増加加))  

農業総産出額1は、ピークであ
った昭和59(1984)年から⻑期
的に減少傾向が続いていました
が、需要に応じた⽣産の取組等
により、平成27(2015)年以降は
増 加 傾 向 で 推 移 し 、 令 和
2(2020)年は8.9兆円となってい
ます((図図表表  特特--3344)。 

品⽬別の割合について⾒ると、
⽶は⻑期的に減少傾向で推移し、
昭和59(1984)年の33.5％から
令和2(2020)年は18.4％となっ
ている⼀⽅で、畜産や野菜は⻑
期的に増加傾向で推移しており、
昭和59(1984)年と令和2(2020)
年の割合は、畜産で28.1％と
36.2％、野菜で16.8％と25.2％
となっています。 

 
((都都道道府府県県別別農農業業産産出出額額11位位のの品品⽬⽬がが変変化化))  

都道府県別に農業産出額1位の品⽬の移り変わりを⾒ると、60年前の昭和35(1960)年は
43道府県で⽶が産出額1位となっていましたが、平成2(1990)年では、⽶は18府県に減少し、
代わりに野菜が13都府県、畜産が13道県となりました(図図表表  特特--3355)。また、令和2(2020)
年では、⽶が9県、野菜が15都府県、果実が5県、畜産が18道県となっています。 

 

 
 

1 ⽤語の解説1を参照 

図表 特-35 農業産出額1位品⽬の移り変わり 
 (昭和 35(1960)年)          (平成 2(1990)年)         (令和 2(2020)年)    

資料：農林⽔産省「⽣産農業所得統計」を基に作成 
 

図表 特-34 農業総産出額 

資料：農林⽔産省「⽣産農業所得統計」 
注：1)「その他」は、⻨類、雑穀、⾖類、いも類、花き、⼯芸農作物、その他作

物、加⼯農産物の合計 
2)  ( )内は、産出額に占める割合(%) 
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((酪酪農農ででもも規規模模がが⼤⼤ききいいほほどど所所得得はは⼤⼤ききいい傾傾向向))  
酪農でも搾乳⽜の飼養頭数の規模

が⼤きいほど農業所得が⼤きくなって
います。しかし、令和2(2020)年の200
頭以上層では、令和元(2019)年と⽐べ
て農業粗収益が横ばいの⼀⽅で、飼料
費や荷造運賃⼿数料等の増加により農
業経営費が3,345万3千円増加したため、
農業所得は⼤幅に減少しました(図図表表  
特特--3333)。 
 

 
 
 
 

((ココララムム))  ⽶⽶とと野野菜菜のの価価格格のの動動向向  
⽶と野菜の価格の動向を平成2(1990)年以降の農業物価指数で⾒ると、⽶はおおむね低下傾向で推

移している⼀⽅、野菜は⻑期的には上昇傾向で推移しているものの、近年は豊作等により価格が低
下しています。 

野菜は天候によって作柄が変動しやすく、短期的には価格が⼤幅に変動する傾向があり、令和
3(2021)年においては、きゅうり、キャベツ、はくさい等の価格は⽣育が良好であったことから前年
に⽐べ低下しています。 

 主主要要野野菜菜のの卸卸売売価価格格  
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 資料：農林⽔産省「⻘果物卸売市場調査」を基に作成 
注：主要卸売市場の⽇別調査結果の加重平均値 

⽶⽶とと野野菜菜のの価価格格指指数数  

資料：農林⽔産省「農業物価統計」 
注：1) 平成27(2015)年平均価格を100とする指数 

2）野菜の価格指数は野菜総合の指数 
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資料：農林⽔産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計」 

図表 特-33 搾乳⽜飼養頭数規模別農業所得(全 
農業経営体) 
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